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東アジアの中で地域主義を主導してきた
ＡＳＥＡＮ。貿易自由化でも地域共同体形成でも、常に一歩リードしてきた。ＡＳＥＡＮ諸国の指導者の言動には、途上 のなかで稀に見る発展を実現してきたＡＳＥＡＮに対する自負心が垣間見える。しかし、ＡＳＥＡＮ諸国をＡＳＥＡＮに結束させきたのは自分たちの脆弱性に対する強い危機感であった。では、二一世紀のグローバル化とドッグイヤー化のなかで、現下 ＡＳＥＡＮの変化の原動力 何な か。●二〇〇一年の ＳＥＡＮ　
一九九〇年代、ＡＳＥＡＮは大きく変
わった。それを踏まえないと二一世紀のＡＳＥＡＮは分からない。では、九〇年代にＡＳＥＡＮはどのように変わっ か。冷戦の終結という国際構造の大変動に動かされた側面もあるが、ＡＳＥＡＮは国際社会に適応しようと自己変革したのである。かつて「二重の二重戦略」と筆者がまとめた九〇年代のＡＳＥＡＮの変化を、ここ は、深化・拡大・広域制度形成の三側面とめてみよう。
　
ＡＳＥＡＮの深化とは、本格的な経済統
合の道を歩み始めたことを指す。もともとＡＳＥＡＮは相互の信頼醸成と不戦を確かなものにする継続的会議外交の制度であった。一九七〇年代半ば以降域内経済協力を始めたもの 、実質的な成果はほとんどなかった。しかし一九九二年にＡＳＥＡＮ自由貿易地域（ＡＦＴＡ）を翌年から一五年計画で創設することに 意し、後に二〇〇三年までの一〇年計画に短縮することにも合意した。ＡＦＴＡは当時の 加盟国である六カ国の域内関税率を原則五％以下に引き下げるというもので、関税撤廃をめざすものではなかったが、画期的な変化であるのはたしかであった。　
ＡＳＥＡＮの拡大とは、インドシナ三国
とミャンマー（ビルマ）のＡＳＥＡＮ加盟にほかならない。かつてはＡＳＥＡＮに敵対的態度をとり続けてき ベトナムがＡＳＥＡＮ加入を希望するようになり、一九九五年に本加盟を実現させ 。これを契機に、紆余曲折はあったも の 九七年にラオスとミャンマー、九九年 カンボジアが加盟して ＡＳＥＡＮは東南アジア全
域を覆うようになった。　
ＡＳＥＡＮの影響の下での広域制度形成
は、一九八九年のアジア太平洋協力（ＡＰＥＣ）の制度化に始まる。それまで、ＡＳＥＡＮ それ自身を包み込む制度ができるとそのなかで埋没してし うのではないかという警戒心から、広域制度形成に消極的であった。唯一の例外が一九七〇年代末に始まったＡＳＥＡＮ拡大外相会議であった。ＡＰＥＣ設立過程でも、ＡＳＥＡＮは消極姿勢をと が、そのためにＡＳＥＡＮの要求がほぼすべて通る結果になった。これ以降、ある意味で自信を持っ ＡＳＥＡＮは、広域制度形成に積極的にな ていった。九四年にはＡＳＥＡＮの会議外交を利用したＡＳＥＡＮ地域フォーラムが発足し、域外の主要大国がアジア太平洋 安全保障対話に参加するようになった。九六年にはＡＳＥＡＮに日中韓三国も加わって、ヨーロッパ連合諸国との間でアジア・ヨーロッパ首脳会議が開かれ　
右のような変化のなかで、一九九七年に
東アジアを襲った金融危機は、ＡＳＥＡＮにとってどのように捉えられるのだろうか。
山影
　
進
ＳＥＡＮを動かしてい る力は何なのか
?
?
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順調な経済成長を踏まえて策定された長期的展望「ＡＳＥＡＮビジョン二〇二〇」が危機の悪化するさなかに採択される結果になったことからも明らかなように、大きな脅威であった。また、ＡＳＥＡＮはもちろん既存の組織が各国経済の救済に無力であることが露呈した。しかし結果的には短期間で収束し、プラスの副次効果を残したと言えよう。　
プラス効果として、まず、ＡＳＥＡＮ諸
国の危機意識が高まり、一層の統合に向けて結束が強まった。翌九八年のハノイ行動計画から二〇〇〇年のシンガポール統合イニシアティブにいたる一連の決意表明である。この過程で、域内格差 存在を公式に認め、ＡＳＥＡＮとしての是正取り組みに合意した ちなみに、当初の一五年から一〇年に前倒しされたＡＦＴＡ計画も経済危機で頓挫す ことなく、二〇 三年には予定通り達成されることになる。　
つぎに、域外関係が大きく進展した。
一九九七年初に日本が提案 たＡＳＥＡＮとの首脳会議は、危機が深刻化する年末にＡＳＥＡＮ＋３（日中韓）首脳会議 して実現した。九九年に 東アジア協力に関する共同声明を出すにいたった。二〇〇〇年にはＡＳＥＡＮ＋３財務大臣会議で通貨融通協力（チェンマイ・イニシアティブ に合意した。そして日本政府が次々と関係緊密化を提案す なか、二〇〇一年に 中国が自由貿易地域形成を提案し、ＡＳＥＡＮ
と合意した。　
さらには、ＡＳＥＡＮ域内で民主主義・
人権を重視する勢力を後押しした。まず、インドネシアでは経済危機が政治危機へと転化し、ＡＳＥＡＮ結成前から指導者の地位にあったスハルトが大統領七選直後に失脚した。通貨危機は翌一九九八年のインドネシア民主化の契機になったのである。これは単に一国の民主化にとどまらず、ＡＳＥＡＮ全体のバランスを大きく変え 結果になった。たとえば二〇〇〇年には、ＡＳＥＡＮ戦略国際問題研究所連合（ＡＳＥＡＮ―ＩＳＩＳ）のイニシアティブで市民社会 （ＮＧＯ） が参加するＡＳＥＡＮ人民会議（ＡＰＡ） が結成され、国際社会からの財政支援を得てインドネシアで初会合を開いた。●二一世紀の変化の腑分け　
ＡＳＥＡＮの大きな変化は、なんと言っ
ても、二〇〇三年の第二ＡＳＥＡＮ協和宣言採択と二〇〇七年のＡＳＥＡＮ憲章署名であろう。今世紀に入っての一連の大変化は、一九九九年にＡＳＥＡＮ拡大が達成されたことと二〇〇三年に当初のＡＦＴ が達成されたことにより、一九九〇年代のＡＳＥＡＮの拡大 深化が一段落したことによる。つまり、ＡＳＥＡＮはさらなる変化をめざす必要があったのである。ＡＳＥＡＮを中心とする広域制度も複雑化していった。重層的な広域秩序におけるＡＳＥＡＮの役割も視野に入れておく必要がある
　
第二ＡＳＥＡＮ協和宣言は、政治安全保
障・経済・社会文化の三本柱の協力を進めるＡＳＥＡＮ共同体の二〇二〇年創設を掲げたものである。そこにいたる過程では、三つの力が作用した。第一に、二〇 三年のＡＳＥＡＮ首脳会議主催国に、たまたまインドネシアの番が回ってきた。インドネシアは、 協和宣言を採択した第一回首脳会議の主催国であった 民主化とその後の混乱を乗り越えて再生したインドネシアにとって、再び画期的な宣言を出すことに向けてイニシアティブをとることは、再び外交にも積極的に関与することを示す好機であった。つぎに、前述のように当初のＡＦＴＡがすでに完成し、ＡＦＴＡの新規加盟国への拡大だけでなく 新しい取り組みが模索されていた。そのようななかで、投資自由化を含むＡＳＥＡＮ経済共同体創設の機運が高まっていた。共同体とい 言葉がＡＳＥＡＮ協力の文脈で現実味を帯びてきたのである。そして最後に、ＡＳＥＡＮを含む広域の経済連携や共同体創設が話題になるなかで、ＡＳＥＡＮが埋没しないためにはＡＳＥＡＮ自体が率先して統合を深化させていかざるを得ないという一種危機感が高まっていった。第二 ＳＥ Ｎ協和宣言は、このよう 力 合力だったと言えよう。　
ＡＳＥＡＮ憲章に向けてはどのような力
が働いたのであろうか。ここでも三つ 力があった。まず、基本条約を締結しようと
?
?
地域制度としてのASEAN 
アジ研ワールド・トレンドNo.170（2009. 11）― 6
いう力である。外相たちの宣言に根拠づけられたＡＳＥＡＮに法的根拠を与えようとする声は一九七〇年代からあったものの、賛同を得られないまま近年にいたった。また、八〇年代以降ＡＳＥＡＮの組織改革に向けて賢人会議が数次にわたり設置され、提言がまとめられたが、結局ほとんど実行されなかった。他方で、もともとは非公式な位置づけだった首脳会議 九〇年代半ばからは年次開催されるようになり、しかも今世紀に入って公式化されることで 最高意思決定機関であるＡＳＥＡＮ外相会議（ＡＭＭ） に代わる機能を果たすようになった。さらに、ＡＳＥＡＮ共同体創設という新しい動きも出てきたため、ようやく二〇〇五年の首脳会議でＡＳＥＡＮ憲章締結に合意 、起草のための賢人会議の設置を決めたのである。しかしながら 憲章の中身は二つの力が拮抗した結果であった。ひとつは、抜本的にＡＳＥＡＮを作り替えようとする力である。ヨーロッパ連合を手本にして、組織・意思決定方式を共同体をめざすＡＳＥＡＮに相応しいものにしようとする力であり 賢人会議がまとめた憲章草案に比較的 く反映されてい うひとつは、従来からのＡＳＥＡＮのあり方を再確認させようと る力であ 。憲章をとりまとめる政府間協議では、この力がまさったことにより、ＡＳＥ Ｎ憲章 折衷的な内容になってしまい、運用上の曖昧さも残る結果になった。
　
最後に、ＡＳＥＡＮ中心の広域制度形成
の要因も検討しておこう。当然だが、域外諸国の思惑とＡＳＥＡＮ側の思惑との摺り合わせ 結果が、二一世紀の制度形成を引き起こしている。まず域外諸国 思惑は、ＡＳＥＡＮと 政治経済関係の緊密化・安定化である。東南アジア全域を覆うＡＳＥＡＮは、市場とし 経済的価値が大きいだけでなく、中国・インド・オセアニアの形作る三角形の中央に位置し、インド洋と太平洋を架橋する戦略的 地政学的価値も大きい。つぎにＡＳＥＡＮ側の思惑としては、グローバル化の流れのなかでの周縁化を回避し、経済成長を続けるため は、域外諸国のＡＳＥＡＮに対する近年の関心を恒久的な制度に変換しておくことが望ましい。ＡＳＥＡＮは、ＡＳＥＡＮ諸国 相互信頼・不戦の関係確立をうたった東南アジア友好協力条約（ＴＡＣ）を域外諸国に対して開放し、ＡＳＥＡＮ重視の証左として加入を迫ったのである。二一世紀に入ってＡＳＥＡＮをハブとするＦＴＡが形成されつつあるが、パートナーである中国、インド、オーストラリア、ニュ ジーランド韓国、日本はいずれもＴＡＣ加入国である。また、二〇〇五年から開催されるようになった東アジア首脳会議（ＥＡＳ）も、参加資格にＴＡＣ加入が明記された。●ＡＳＥＡＮに働く遠心力　
二一世紀に入っても自己変革を続けてい
るＡＳＥＡＮではあるが、前述のようにＡＳＥＡＮ憲章策定では対立も見られた。ＡＳＥＡＮは決して一枚岩ではない。もちろんＡＳＥＡＮを空中分解させてしまうような問題ではないものの、今後ＡＳＥＡＮの向かう方向を左右したり、ＡＳＥＡＮの変化を頓挫させたりす ような力も無視 きない。ここでは、二国間のさまざまな問題は触れずに、ＡＳＥＡＮの規範とＡＳＥＡＮ優先度をめぐる問題を指摘しておこう。　
規範をめぐる問題は、ＡＳＥＡＮ憲章の
中身をめぐって拮抗した二つの力と同じ構造である。憲章がＡＳＥＡＮの規範を明記したものである以上当然であ 。ＡＮは従来から、主権尊重・内政不干渉の原則とコンセンサスによる意思決定を金科玉条にしてきた。ＡＳＥＡＮ諸国は、ＡＳＥＡＮが関与する制度についても常に主張てきた。もっとも、これをＡＳＥＡＮウェイと称してＡＳＥＡＮ独特 ものとする見方は正しくない。弱小国として いは若い独立国 して、国家建設途上の脆弱な国として、主権国家の独立性に敏感だったのである。冷戦後の一九九〇年代 なると、それが国際社会における民主化の圧力に対して権威主義体制を擁護する理由に用いられるようになる。ベトナムをはじめとする四カ国は一九九〇年代後半に相次いでＥＡＮに加入した 、その原則が維持されるものとしてのこと った。　
他方、既存加盟国ではＡＳＥＡＮに対す
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る不満と批判が高まっており、抜本的改革を求める声が大きくなってきた。そのようななかで、権威主義の象徴的存在であったスハルト政権が崩壊し、ＡＳＥＡＮ内部の民主主義体制と権威主義体制のバランスを大きく変える結果となった。そして、今日にいたるまで、伝統的国際規範に基礎づけられてきたＡＳＥＡＮを墨守しようとする勢力と冷戦後の国際標準にＡＳＥＡＮを適合させようとする勢力との綱引き 、ミャンマー問題をはじめさ ざま 場面で見受けられる。単純化すると、新しい加盟国は古いＡＳＥＡＮを支持し、古い加盟国は新しいＡＳＥＡＮを支持し い 。　
ＡＳＥＡＮとしてのまとまりをどれほど
重視するのかという問題につい も、近年は遠心力が働いている。従来はＡＳＥＡＮとしてまとまったうえで、域外諸国、 くに大国と有利な立場から交渉・協議 するのが常であった。その結果、東アジアないしアジア太平洋ではＡＳＥ Ｎを中核にした広域制度が形成されてきた。今日 も、たとえばベトナムがＡＳＥ Ｎ中心主義を前面に掲げている。しかし他方で、ＡＳＥＡＮを経由しないで域外諸国と直接関係を強化しようとする国も現れている。二国間ＦＴＡ締結に積極的に取り組んでいるシンガポールとタイが典型例であ とくにタクシン政権期のタイは、 連携にも熱心で、アジア協力対話など イニシアティブを発揮した。また、従来はＡＳＥＡＮの団
結を重視してきたインドネシアの指導者の間では、ＡＳＥＡＮを代表する地域大国からＧ
20に招かれる主要国になりつつあると
いう自意識の変化も起こっているようである。順調に経済成長を続ける国のなかには、ＡＳＥＡＮの変化を遅すぎると感じる人々も増えてくるに違いない。●二〇一〇年のＡＳＥ Ｎ　
ＡＳＥＡＮ加盟国の抱える問題がＡＳＥ
ＡＮに及ぼす影響は多様である。たとえばミャンマーは、一九九〇年代初めの建設的関与をめぐる問題から、九 代後半の加入問題、二〇〇〇年代前半のＡＳＥＡＮ首脳会議主催国辞退問題、そしてこうした問題の底流にある政治的自由をめぐる問題などでＡＳＥＡＮの結束を乱してきた。二〇一〇年には二〇年ぶりの総選挙が予定されているが、果たしてほかのＡＳＥＡＮ諸国や国際社会が容認する程度の民主化が実現するであろうか。タイでは、民主的選挙を経て権力を握ったタクシンをクーデターで失脚させて以来、政治混乱が続いている。そのせいでＡＳＥＡＮ関連の首脳会議は延期あるいは中止に追 込まれた。これ以外にも、ＡＳＥＡＮの自己変革を妨げかねない国内政治事情 山積し 。　
ＡＳＥＡＮがこれからも自己変革を持続
できる条件は何であろうか。当然かも知れないが、変革の方向とスピードが、積極派にとっても消極派にとっても不満であるが
我慢できる範囲内にあることである。ＡＳＥＡＮ共同体形成に向けての動きはそれなりに進展するであろう。しかし人権問題や加盟国の内政への言及・関与は今後とも域内対立の争点であり続けるであろう。二〇一〇年のＡＳＥＡＮは、これまでにも増して、加盟各国の国内政治経済に左右されるに違いない。そ ようななか 従来より権限が強化されたＡＳＥＡＮ事務総長あるいは事務局がどの程度イニシアティブをとれるのか、ＡＳＥＡＮの変化を占う新しいポイントであ 。
（やまかげ
　
すすむ／東京大学）
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  ―― 「 「新ＡＳＥＡＮ」 の課題と日本」 （ＮＩＲＡシリーズ「アジアの課 と日本」 ）総合研究開発機構、二〇〇八年三月。
⑥
  ――「ＡＳＥＡＮの変容：東南アジア友好協力条約の役割変化からみる」 『国際問題』五七六（二〇〇八年一一月） 。
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